




























なされた議論 と相まって,なあ 素材 としての
魅力を有 しているように思われるのである｡



























示の とお り,Ⅹは,平成 13年7月5日,B及
びAの名誉 を穀損する記事 (以下,『本件記










































第 1は,Ⅹが,平成 13年 7月5日頃に,A,
Bの名誉を穀損する本件記事を掲示板に書き込
んで掲載 した行為 (以下,｢本件書き込み行為｣
とい う)により成立 した名誉穀損罪 (刑230
条)が,書き込み行為の終了とともに終了した
か香かである｡仮に,終了が肯定されるとする









のか,それ とも,Ⅹが本件記事 を削除 しよう
として警察に連絡を取った (以下,これを ｢削






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































『施錠する』 とい う 『意思に基づ く身体の動静』
(実行行為)は継続 しない｡｣(山口 ･前掲注4)





































































































解 として,古田佑紀 ｢犯罪の既遂 と終了｣判 タ
550号 (1985年)90頁｡また,松田 ･前掲注 1)
506頁も参照｡


















































































































60) 最決平 1･12･15刑集43巻 13号879頁参照｡
61) 札幌高判平 1･1･26高刑集42巷1号 1頁｡
62) 町野 ･前掲注24)131頁以下｡ただし,西田教
授は,客観的に結果回避可能性が欠ける場合には,
期待 される行為 をお よそ措定できない とされる
(西田 ･前掲注 15)118頁)｡これに対する反論 と
して,山口･前掲注 5)79頁｡
63) 町野 ･前掲注24)132頁｡







































た部分に限っては (さらに遡 って,平野 ･前掲注
24)132頁は), ミスリーディングではなかったか
と思われる｡被害者を解放 しないのは,被害者を
閉じ込める実行行為 ともその効果 とも異なる,別
個の実行行為であろう (｢閉じ込める｣を裏返 して
も,｢解放 しない｣にはならない)｡そうであるか
らこそ,犯人が鍵を紛失する等 して作為 (解放)
可能性がなくなっても,閉じ込め行為を実行行為
とする監禁罪がなお終了しないのだと思われる｡
71) しか し,この作為義務の履行を問題にすること
は,もはや不可能である｡拳銃の引き金を引かな
いことをする義務は,引き金をすでに引いてしま
った以上,履行できない｡
72) 東京高判 ･前掲注68)は,この観点から検討す
べき問題を多く含む,興味深い判例である｡
